
件   名 
 愛媛県手数料条例及び愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改

正する条例 

主 管 課  国際交流課 

根拠法令等 旅券法の一部を改正する法律（平成25年法律第69号） 

【改正の概要】 

旅券の名義人の氏名等に変更が生じた場合に旅券の記載事項を訂正する制度を廃止

し、新たな旅券を発行することとするための「旅券法の一部を改正する法律」が、成立

したことに伴い「愛媛県手数料条例」及び「愛媛県事務処理の特例に関する条例」につ

いて、所要の改正を行う。 

 

○ 愛媛県手数料条例 

     記載事項の訂正に関する手数料の規定を削除する。 

○ 愛媛県事務処理の特例に関する条例 

     記載事項の訂正の申請の受理及び当該申請に係る申請書の知事への送付に関す

る事務の規定を削除する。 

 

 

 

 

施 行 日 旅券法の一部を改正する法律（平成 25年法律第 69 号）の施行日 

【その他参考事項】 

【旅券法改正の概要】 

１ 現行の旅券の記載事項を訂正する制度の廃止及びこれに代わる制度の導入 

（１） 当該旅券の追記欄での記載事項を訂正する制度を廃止する。 

（２） 現有旅券の残存有効期間が引き継がれ、新規の冊子を用いた旅券（記載事項変更 

旅券）を発行する制度を導入する。 

２ 旅券手数料の改定  

    記載事項の訂正に関する手数料の規定を削除する。 

 

【手数料】（全都道府県同一）                  （単位：円） 

種類 
現   行 改正後 

備  考 
計 国 県 計 国 県 

10 年 16,000 14,000 2,000 16,000 14,000 2,000   

５ 年 11,000 9,000 2,000 11,000 9,000 2,000   

12 歳未満 6,000 4,000 2,000 6,000 4,000 2,000   

上記以外 6,000 4,000 2,000 6,000 4,000 2,000 記載事項変更旅券 

訂 正 900 700 200 廃  止   
 

 


	条例の概要（国際交流課）

